
総説

精神障害者の就労定着および離職に関する研究の動向
野﨑　智仁 1　　谷口　敬道 1

　抄　録
　精神障害者の就労について，就労定着や離職が課題とされて以来，その実態調査や介入検証などについての研
究が様々に実施されてきた．精神障害者の就労定着支援への一助を得ることを目的とし，国内外の文献検索を行っ
た．検索には医中誌，CiNii，PubMedを使用した．キーワードを精神障害者，統合失調症，うつ病，躁うつ病，
就労定着，離職，退職，mental disorder，job retention，job ritireとした．検索結果は 25件であった．統合失調症，
うつ病，睡眠障害，罹病期間（長期期間），年齢（若年層），注意障害，社会認知障害，正社員，仕事上の相談者
がいないこと等が離職のリスクを高める可能性があること，障害非開示者においては，一日の就業時間が長く，
就業継続期間が短いといった課題があり，また入職前後の訓練や支援を受けていないことや，仕事にやりがいを
感じていないことが示された．個別援助付き雇用（IPS）が就労定着に与える効果や認知機能へのアプローチに
効果があることなどが表出された．研究の傾向として，国内では調査研究が多く，介入研究が少なかった．

キーワード：精神障害，就労支援，就労定着，離職，退職

Ⅰ．はじめに

　障害者の就職件数は年々増加しており，平成 30年

度の雇用障害者数は民間企業において 53万 4,769.5人

（対前年度比 7.9％増加，3万 8,974.5人増加），そのう

ち精神障害者は6万7,395.0人（対前年度比34.7％増加，

1万 7,347.5人増加），新規雇用者数は 1万 7,911.5人

と過去最高を更新した 1）．この背景には，障害者雇用

促進法において平成 22年より精神障害者の雇用率算

定対象 2），また平成 30年 4月より精神障害者の雇用

義務化 3），精神疾患への早期治療，早期社会参加など

に向けた治療効果 4）などがある．

　一方で，精神障害者の離職率の高さについても報告

されている．障害者職業総合センターの報告 5）によ

ると，一般企業への就職後の職場定着状況について，

精神障害者は就職後 1年時点の職場定着率が 49.3％

と，精神障害ではなく，他の障害を持つ方々における

雇用状況の調査結果と比較して最も低い結果となっ

た．また，1年時点の職場定着についての要因でみる

と，障害者用求人，職場への障害開示，公共職業安定

所や障害者就業・生活支援センターなど複数支援機関

によるチーム支援により定着率を高くする結果であっ

た．前述要因のすべてが整っていない精神障害者の雇

用状況，つまり一般用求人，障害非開示，チーム支援

なしの対象であっても，就職した後 1年時点での職場

定着は 22.9％であることから，精神障害であることに

加えて，前述以外の他の要因が職場定着を高める可能

性があることも示唆された．また，厚生労働省の報告 6）

によると，平均勤続年数は，身体障害者 10年 2か月，

知的障害者 7年 5か月，精神障害者 3年 2か月と，他

障害と比べて最も低い結果となった．離職の理由とし

ては，職場の雰囲気・人間関係，賃金・労働条件に不

満，仕事内容が合わない（自分に向かない）といった

内容が上位を占めた．

　精神障害者の就労について，離職や就労定着につい

て課題とされて以来，その実態調査や介入検証などに

ついての研究が様々に実施されてきた．これら先行研

究の動向を概観し，離職の要因や介入方法を整理する

ことや，研究実施の経時的傾向を踏まえることが，精
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神障害者への就労定着支援への一助を得ることになる

と考え，国内外の文献検索を行った．

Ⅱ．方法

1． データベース検索とキーワード選定

　2018年 12月 1日に，国内文献では医学中央雑誌（医

中誌 web版），CiNii，海外文献では PubMedを用いて

文献検索を実施した．キーワードは，‘ 精神障害 ’‘ 就

労定着 ’‘ 離職 ’‘ 退職 ’ とした．‘ 就労継続 ’ は，障害者

総合支援法における就労継続支援 A型・B型といっ

た福祉的就労と重複する可能性が高いため，除外した．

また就労支援における精神障害者の定義が，障害者雇

用促進法においては「統合失調症，躁うつ病（躁病，

うつ病も含む）等にかかっている者」7）とされている

ことから，‘ 統合失調症 ’‘ 躁うつ病 ’‘ うつ病 ’ の診断名

もキーワードとして採用した．海外文献は英文の文献

のみを対象として，キーワードは ‘mental disorder’ ‘job 

retention’ ‘job retire’ とした．重複が認められた論文，

解説・特集記事などは除外した．

2． 検索式

　選定されたキーワードを用いて検索した．検索式を

表 1に示す（表 1）．

3．論文選定

　論文選定の順序としては，研究題目および著者名で

重複する論文を削除し，論文の選定基準は査読ありの

原著論文とした．抽出された論文について，題目およ

び抄録から精神障害者の就労定着や離職とは異なる本

研究のテーマとはかかわりないものと判断した論文，

また論文の全文を入手して内容から本研究と関係しな

いと判断した論文は削除した．PubMedでは，英語以

外の論文は除外した．

Ⅲ．結果

1．研究論文の検索結果

　論文を選定する過程を図 1に示した（図 1）.デー

タベース検索では，医中誌では 467件，CiNiiでは 62件，

PubMedでは 845件が抽出された．論文題目と著者の

重複，原著論文以外を削除し，医中誌では 117件，

CiNiiでは 90件，PubMedでは 116件が残された．そ

の中から，題目，抄録により本研究と関係しないもの，

全文を入手して内容で関係しないものを削除し，医中

誌では 6件，CiNiiでは 5件，PubMedでは 14件の計

25件を選定した．

　離職・退職に関する論文の研究デザインは，すべて

が調査研究であり，論文数は 12件であった．就労定

着に関する論文の研究デザインは，調査研究が 4件，

介入研究が 9件であった．キーワードと研究デザイン，

年次ごとの掲載推移を表 2に示した．また選定された

論文のタイトル，発行年，研究対象，研究目的と方法，

結果の一覧を表 3に示した．

表 1　検索式
＃ 1　（精神障害 /TA）and（PT＝原著論文）and（職場定着 /AL or就労定着 /AL ）　［47件・10件］
＃ 2　（精神障害 /TA）and（PT＝原著論文）and（離職 /AL ）　［300件・39件］
＃ 3　（統合失調症 /TA）and（PT＝原著論文）and（職場定着 /AL or就労定着 /AL ）　［2件・0件］
＃ 4　（統合失調症 /TA）and（PT＝原著論文）and（離職 /AL ）　［21件・7件］
＃ 5　（うつ病 /TA）and（PT＝原著論文）and（職場定着 /AL or就労定着 /AL ）　［2件・1件］
＃ 6　（うつ病 /TA）and（PT＝原著論文）and（離職 /AL ）　［89件・5件］
＃ 7　（躁うつ病 /TA or 双極性障害 /TA）and（PT＝原著論文）and（職場定着 /AL or就労定着 /AL）　［0件・0件］
＃ 8　（躁うつ病 /TA or 双極性障害 /TA）and（PT＝原著論文）and（離職 /AL ）　［6件・0件］
＃ 9　（mental disorder/TA）and（job retention/AL or employment retention/AL ）　［187件］
＃ 10（mental disorder/TA）and（retirement/AL ）　［658件］
TA：タイトル＋抄録，AL：All fields. 日本語文献の文件数は［］内に医中誌・CiNiiの順に表記．
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2．精神障害者の離職・退職に関する要因

　離職・退職に関して，精神障害がある休職者を休職

後 1年 3か月時点と 3年時点で調査した結果では，休

職後 1年 3か月時点に比べ，3年後調査では離職者数

は倍増していた．休職者は，女性に比べて男性が多く，

年齢別では大差がなかった．復職者と離職者では，男

女比に置き換えると，復職者では男性 95名（82.6％），

女性 19名（17.4％），離職者では男性 128名（62.2％），

女性 50名（27.8％）と，女性では復職者数より離職

者数が多い結果となった．年齢別では，年代ごとに比

較すると，40代では復職者が，50代および 60代では

離職者が他の年代に比べて多かった．病状別では，高

度の者，すなわち重症度の高い者に復職者が多く，統

合失調症（原文では精神分裂病）の者に離職が多かっ

た 8）．

　離職の予測因子として，①対人過緊張から同僚に対

して被害的思考が生じ疲れ果ててしまう，②職業能力，

意欲が低く，職務遂行不能となる，③精神症状の増悪

から，妄想的，空想的となる，との 3つのパターンが

明らかとなった．その中でも，増悪または対人過緊張

がみられる時は高率に離職する傾向にあった 9）．また，

業務遂行のための支援不足，適切な休養が取れない，

障害特性による仕事への影響，職場従業員の疾病や障

害への理解不足，職場内での人間関係構築の困難さ 10）

が要因としてあがった．

　離職・退職する背景として，うつ病の従業員は，他

の疾病が背景にあり二次的にうつ病となった従業員と

比べて退職者が多いこと 11），睡眠障害がある 12）が退

職後の睡眠は改善すること 13），大うつ病性障害は 26

～ 45歳の年代ではそれ以外の年代と比較すると退職

へ移行する割合が 2倍になること 14），が示された．

早期離職では，統合失調症，正社員，仕事上の相談者

がいない，が関係すること 15），年齢（若年層）や罹

病期間（長期期間），注意障害，社会認知障害 16）も影

図 1　論文検索のプロセス

表 2　本研究対象文献の年次ごとの掲載推移
検索語 研究デザイン ～1990 1991～1995 1996～2000 2001～2005 2006～2010 2011～2015 2016～
離職/退職/job retirement 調査研究 1 1 0 1 2 4 3

就労定着/job retention 調査研究 0 0 0 3 0 1 0

就労定着/job retention 介入研究 0 1 0 4 1 2 1
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 S
eri

ou
s M

en
tal

 
He

alt
h C

on
dit

ion
s(2

01
5)

17
～

20
歳
（
平
均
年
齢

18
.5
歳
），
ほ
と
ん
ど
が
ア

フ
リ
カ
系
ア
メ
リ
カ
人
，
一
次
気
分
障
害
の
診
断
を
受

け
た

35
人
．

若
年
性
成
人
に
対
す
る
個
別
援
助
付
き
雇
用
（

IP
S）
モ
デ

ル
の
実
現
可
能
性
の
検
討
．

若
年
成
人
の
精
神
科
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
テ
ス
ト
．

12
か
月
間
の
職
業
と
教

育
の
結
果
を
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
の
実
施
な
ど
に
よ
り
追
跡
．

キ
ャ
リ
ア
開
発
焦
点
（

a c
are

er 
de

ve
lop

me
nt 

foc
us
）
モ
デ
ル
の
改
良
に
よ
り
，
別
の
教
育
専
門
職
の
養
成
，
ピ
ア
メ
ン
タ
ー

と
職
業
チ
ー
ム
と
の
よ
り
よ
い
一
体
化
，
お
よ
び
ピ
ア
メ
ン
タ
ー
の
役
割
の
仕
様
が
作
成
さ
れ
た
．
参
加
者
の

49
％
が

12
か

月
間
に
就
職
お
よ
び
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
参
加
に
至
っ
た
．

In
di

vi
du

al 
Pl

ac
em

en
t a

nd
 S

up
po

rt 
su

pp
le

m
en

te
d 

w
ith

 c
og

ni
tiv

e 
rem

ed
iat

ion
 an

d 
wo

rk
-re

lat
ed

 so
cia

l 
sk

ills
 tra

ini
ng

 in
 D

en
ma

rk(
20

15
)

重
度
精
神
病
者
合
計

75
0人
，（

1）
IP

S，
（

2）
認

知
と
職
業
の
ス
キ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
で
強
化
さ
れ
た

IP
S，
お
よ
び
（

3）
通
常
ど
お
り
の
サ
ー
ビ
ス
の

3つ
の
グ
ル
ー
プ
に
ラ
ン
ダ
ム
に
割
り
当
て
る
．

個
別
援
助
付
き
雇
用
（

IP
S）
は
，
重
度
精
神
疾
患
者
の
競

争
的
雇
用
を
得
る
た
め
の
効
果
的
な
職
業
的
介
入
で
あ
り
，

認
知
，
職
業
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
キ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
と
統

合
し
て
検
討
．

18
か
月
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
で
，
競
争
的
雇
用
ま
た
は
教
育
時
間
を
評
価
．

二
次
的
お
よ
び
探
索
的
要
因
と
し
て
，
給
与
，
最
初
の
雇
用
ま
で
の
日
数
，
症

状
，
機
能
レ
ベ
ル
，
自
尊
心
，
お
よ
び

18
か
月
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
で
の
自

己
効
力
感
を
分
析
．

認
知
と
職
業
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
ス
キ
ル
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
で
強
化
さ
れ
た

IP
Sが
，
通
常
の
サ
ー
ビ
ス
よ
り
も
優
れ
て
い
る
こ
と
を

示
し
て
お
り
，
こ
れ
は
予
備
的
な
根
拠
と
し
て
裏
付
け
ら
れ
る
．

若
年
統
合
失
調
症
者
の
離
職
予
測
因

子
に
関
す
る
研
究
－
離
職
回
数
と
認

知
機
能
障
害
に
着
目
し
て
－

(20
15

)

A
県
の
精
神
科
病
院

3か
所
，
診
療
所

4か
所
を
外

来
通
院
し
，
統
合
失
調
症
の
診
断
，

GA
F4

0点
以
上
，

15
～

34
歳
を
満
た
す

31
名
．

若
年
統
合
失
調
症
者
の
離
職
回
数
と
認
知
機
能
障
害
の
関

係
性
に
着
目
し
，
認
知
機
能
障
害
が
離
職
予
測
の
因
子
と

な
り
う
る
か
検
討
．

半
構
造
化
面
接
に
よ
り
，基
本
情
報
，S

Co
RS

-J，
発
病
後
の
離
職
回
数
を
調
査
．
離
職
回
数
と
年
齢
，
罹
病
期
間
，

SC
oR

S-
J注
意
障
害
，
社
会
認
知
障
害
に
有
意
な
相
関
が
認
め
ら
れ
た
．
離
職
予
測
因
子
と

し
て
抽
出
さ
れ
た
項
目
は
，
罹
病
期
間
（
β
＝

0.5
03
，

p＜
0.0

01
），
注
意
障
害
（
β
＝

0.3
94
，

p＜
0.0

1）
で
あ
り
，
寄

与
率
（

R2
）
は

0.4
54
で
あ
っ
た
．

統
合
失
調
症
者
に
お
け
る
障
害
の
非

開
示
者
の
就
業
特
徴
に
関
す
る
研
究

(20
14

)

大
阪
府
在
住
の
統
合
失
調
症
者

10
3名
．

統
合
失
調
症
者
の
就
業
し
や
す
い
環
境
を
作
る
た
め
，
障

害
の
非
開
示
者
の
特
徴
を
検
討
．

開
示
群
と
非
開
示
群
に
つ
い
て
分
け
て

2群
比
較
．
マ
ン
ホ
イ
ッ
ト
ニ
ー

U
検
定
，
名
義
変
数
は
カ
イ
二
乗
検
定
を
実
施
．

非
開
示
者
の
職
場
は
，
一
日
の
就
業
時
間
が
長
い
，
就
業
継
続
期
間
が
短
い
な
ど
の
就
業
上
の
課
題
が
明
ら
か
と
な
っ
た
．
ま

た
，
職
場
就
業
環
境
や
仕
事
内
容
に
や
り
が
い
を
感
じ
て
い
な
い
こ
と
が
示
さ
れ
た
．

精
神
障
が
い
者
の
早
期
離
職
に
影
響

を
及
ぼ
す
要
因
に
関
す
る
研
究

(20
13

)
大
阪
府
の
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
所
有
者
，
医
師

の
診
断
書
等
に
よ
り
精
神
障
害
者
と
し
て
認
定
さ
れ
た

者
．
発
病
後
就
業
経
験
あ
る

17
9名
．

精
神
障
が
い
者
の
早
期
離
職
に
影
響
を
及
ぼ
す
要
因
を
検

討
．

50
項
目
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
方
法
．
対
象
者
を
早
期
離
職
群
と
長
期
就
業

群
に
群
分
け
し
，
多
変
量
解
析
を
実
施
．

早
期
離
職
に
影
響
を
及
ぼ
す
有
意
な
要
因
と
し
て
，「
統
合
失
調
症
」「
採
用
形
態
（
正
社
員
）」
「
仕
事
上
の
相
談
者
の
有
無
」

が
抽
出
さ
れ
た
．
有
意
で
は
な
い
が
棄
却
し
が
た
い
要
因
と
し
て
，「
発
病
前
の
仕
事
が
専
門
的
で
あ
る
」「
開
示
の
有
無
」「
仕

事
の
困
難
さ
」
が
抽
出
さ
れ
た
．

企
業
に
お
け
る
精
神
障
害
者
の
就
労

定
着
支
援
に
関
す
る
研
究

(20
12

)
精
神
障
害
者
を
雇
用
し
て
い
る

13
企
業
に
お
け
る
企

業
内
支
援
者
．

企
業
に
お
け
る
就
労
継
続
支
援
の
キ
ー
ワ
ー
ド
に
着
目
，

精
神
障
害
者
の
就
労
が
継
続
す
る
支
援
に
関
す
る
意
味
合

い
を
分
析
，
導
き
出
さ
れ
た
意
味
合
い
か
ら
就
労
が
定
着

す
る
た
め
に
必
要
と
さ
れ
る
支
援
の
あ
り
方
の
検
討
．

「
現
在
も
動
揺
に
支
援
を
実
施
し
て
い
る
か
」「
変
化
し
て
い
る
支
援
は
何
か
」

「
精
神
障
害
者
の
就
労
継
続
状
況
」
の

3項
目
に
つ
い
て
，
半
構
造
化
面
接
を

実
施
．「
茶
筅
」「

Tin
y T

ex
t M

ine
r」
に
よ
り
分
析
．

就
労
継
続
の
有
無
は
，

13
社
に
就
労
し
た
精
神
障
害
者

25
名
の
う
ち
，

1年
後
の
就
労
継
続
者
は

20
名
（

80
.0％
），
就
労
中

断
者
は

5名
（

20
.0％
）．
①
企
業
内
支
援
者
と
障
害
者
の
信
頼
関
係
の
構
築
，
②
障
害
者
の
ス
ト
レ
ン
グ
ス
を
強
化
，
③
従

業
員
同
士
の
支
援
や
障
害
理
解
の
啓
発
な
ど
企
業
内
環
境
の
調
整
，
④
社
会
情
勢
と
企
業
経
営
状
況
に
よ
る
受
け
入
れ
態
勢
の

差
異
と
ニ
ー
ズ
の
マ
ッ
チ
ン
グ
，
⑤
外
部
就
労
支
援
者
が
交
代
し
た
場
合
は
，
交
代
し
た
外
部
就
労
支
援
者
と
早
期
の
信
頼
関

係
の
構
築
，
⑥
企
業
内
支
援
者
の
迷
い
や
家
族
と
の
連
携
は
外
部
就
労
支
援
者
の
活
用
が
有
効
，
⑦

SO
Sの
発
信
方
法
や
ビ

ジ
ネ
ス
マ
ナ
ー
等
，
精
神
障
害
者
自
身
が
社
会
の
経
験
を
獲
得
す
る
，
が
導
き
出
さ
れ
た
．

大
阪
府
に
お
け
る
精
神
障
害
者
の
離

職
に
関
す
る
研
究

(20
12

)
大
阪
府
公
表
の
「
年
間
の
就
職
者
数
」「
年
間
就
職
者

数
の
対
前
年
度
増
加
数
」「
年
度
毎
の
就
職
件
数
」．

精
神
障
害
者
の
離
職
率
の
拡
大
を
予
想
．
離
職
率
が
示
す

問
題
，
離
職
予
防
対
策
の
必
要
性
に
つ
い
て
検
討
．

20
00
年
か
ら

20
09
年
ま
で
を
「
年
間
の
離
職
者
数
＝
年
度
毎
の
就
職
者
数

-
対
前
年
度
増
加
数
」で
計
算
．
障
害
に
よ
る
差
異
を
多
重
比
較
を
用
い
て
検
討
．
身
体
障
害
，
知
的
障
害
と
比
較
，
精
神
障
害
の
離
職
率
が
有
意
に
高
い
．

9年
間
の
離
職
率
の
平
均
，
身
体
障
害
者

16
％
，
知

的
障
害
者

13
％
，
精
神
障
害
者

75
％
．
入
職
率
の
平
均
は
，
身
体
障
害
者

15
％
，
知
的
障
害
者

15
％
，
精
神
障
害
者

88
％
．

精
神
障
害
者
は
，
入
職
率
と
離
職
率
の
推
移
を
み
る
と
，
い
ず
れ
も
増
加
の
傾
向
で
あ
っ
た
．

Ef
fe

ct
 o

f 
Re

tir
em

en
t o

n 
Sl

ee
p 

Di
stu

rba
nc

es(
20

09
)

19
89
年
～

20
07
年
フ
ラ
ン
ス
公
営
ガ
ス
，
電
力
会
社

の
退
職
者

18
,88

4名
中
，
退
職
前
後
に
睡
眠
障
害
訴

え
あ
り

14
,71

4名
(男
性

11
,58

1人
，女
性

3,1
33
人

)，
平
均

55
歳

(37
～

63
歳

)．

睡
眠
障
害
に
よ
る
退
職
へ
の
影
響
を
評
価
，
検
討
．

退
職
の

7年
前
か
ら

7年
後
ま
で
の
睡
眠
障
害
に
つ
い
て
，
年
次
調
査
．（
平

均
12
回
の
測
定
値
）．

退
職
前
に
つ
い
て
，
参
加
者
の

22
.2％
か
ら

24
.6％
が
睡
眠
障
害
を
報
告
し
た
．
退
職
後
の
睡
眠
の
改
善
は
，
女
性
よ
り
も
男

性
，
ま
た
低
学
年
労
働
者
よ
り
高
学
年
労
働
者
で
顕
著
に
み
ら
れ
た
．
こ
の
グ
ル
ー
プ
の
参
加
者
で
は
，
退
職
後
に
睡
眠
障
害

が
改
善
さ
れ
た
．

Pr
os

pe
cti

ve
 Ev

alu
ati

on
 of

 th
e E

ffe
ct 

of 
M

ajo
r D

ep
res

sio
n o

n W
ork

ing
 S

tat
us

 
in 

a P
op

ula
tio

n S
am

ple
(20

09
)

Na
tio

na
l P

op
ula

tio
n H

ea
lth

 Su
rve

y（
NP

HS
）の
デ
ー

タ
．

19
94
年
か
ら

20
04
年
ま
で
の
期
間
，
ベ
ー
ス
ラ

イ
ン
業
務
ま
た
は
ビ
ジ
ネ
ス
業
務
に
従
事
し
，
回
答
し

た
6,5

70
名
．

大
う
つ
病
と
就
業
状
況
の
関
連
性
を
，
長
期
的
な
コ
ホ
ー

ト
研
究
に
よ
り
影
響
を
検
討
．

年
齢
，
性
別
，
配
偶
者
有
無
，
都
市
部・
農
村
部
の
住
居
，
教
育
，
世
帯
収
入
，

お
よ
び
慢
性
病
状
，
職
種
な
ど
．
ま
た

Ka
ras

ek
ら
に
よ
っ
て
開
発
さ
れ
た

49
項
目
尺
度
の

12
項
目
を
使
用
，
仕
事
へ
の
緊
張
度
も
評
価
．
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ

ク
回
帰
分
析
に
よ
り
実
施
．

大
う
つ
病
性
障
害
は
，
退
職
す
る
リ
ス
ク
と
関
連
し
て
い
た
．
大
う
つ
病
性
障
害
の

26
～

45
歳
の
人
は
，
こ
の
リ
ス
ク
が

2
倍
以
上
に
な
る
．
退
職
す
る
確
率
は
高
か
っ
た
が
，

46
～

65
歳
の
人
の
相
対
的
な
影
響
は
小
さ
か
っ
た
．
退
職
す
る
こ
と
ま

た
は
就
職
の
可
能
性
が
な
い
こ
と
は
，
事
業
主
に
貢
献
し
な
い
結
果
と
な
っ
た
．

Te
lep

ho
ne

 sc
ree

nin
g, 

ou
tre

ac
h, 

an
d 

ca
re

 m
an

ag
em

en
t f

or
 d

ep
re

ss
ed

 
wo

rk
ers

 an
d 

im
pa

ct 
on

 cl
ini

ca
l a

nd
 

wo
rk 

pro
du

cti
vit

y o
utc

om
es(

20
07

)

管
理
さ
れ
た
行
動
健
康
計
画
の
対
象
と
な
る
従
業
員
の

う
ち
，
う
つ
病
と
さ
れ
た

60
4人
．

雇
用
主
が
懸
念
す
る
就
業
成
果
に
対
す
る
う
つ
病
ア
ウ
ト

リ
ー
チ
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
を
評
価
．

電
話
に
よ
る
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
お
よ
び
ケ
ア
管
理
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
，
労
働
者
に
外

来
治
療
（
心
理
療
法
お
よ
び

/ま
た
は
抗
う
つ
薬
）
を
行
う
よ
う
奨
励
．
治
療

の
質
の
継
続
性
を
監
視
，
医
療
提
供
者
に
推
奨
す
る
こ
と
で
治
療
改
善
を
試
み

た
．
治
療
参
加
に
消
極
的
な
参
加
者
に
は
，
構
造
化
さ
れ
た
電
話
認
知
行
動
心

理
療
法
が
提
供
．
う
つ
病
の
重
症
度
と
仕
事
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
調
査
．

介
入
グ
ル
ー
プ
で
は
，

QI
DS

-S
R
ス
コ
ア
が
著
し
く
低
く
，
雇
用
定
着
率
が
有
意
に
高
く
，
就
業
者
の
労
働
時
間
が
大
幅
に
長

く
な
っ
た

 （
約

2.5
週
間
の
仕
事
が
年
間
効
果
に
相
当
）．
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Co
gn
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ve

 tr
ain

in
g 

an
d 

su
pp

or
ted

 
em

plo
ym

en
t f

or 
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rso
ns

 w
ith

 se
ve

re 
me

nta
l il

lne
ss(

20
05

)

2つ
の
地
域
精
神
保
健
機
関
で
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い

る
重
度
精
神
障
害
者

44
人
．

失
業
歴
の
あ
る
重
度
精
神
障
害
者
の
競
争
的
雇
用
の
結
果

を
改
善
す
る
た
め
の
認
知
訓
練
の
有
効
性
を
調
査
．

認
知
訓
練
と
サ
ポ
ー
ト
付
き
雇
用
（

CT
 1 

SE
）
ま
た
は
サ
ポ
ー
ト
付
き
雇
用

の
み
（

SE
の
み
）
の
い
ず
れ
か
に
ラ
ン
ダ
ム
に
割
り
当
て
，
効
果
を
検
証
．

CT
 1 

SE
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
の
定
着
率
は
高
か
っ
た
（

91
％
）．
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
か
ら

3か
月
の
評
価
で
は
，

CT
の
み
の
グ
ル
ー

プ
と
比
較
し
て
，

CT
 1 

SE
セ
ッ
ト
の

PA
NS

Sで
，
神
経
認
知
機
能
，
抑
う
つ
，
お
よ
び
自
閉
症
の
先
入
観
が
大
幅
に
改
善
さ

れ
た
．

 1
年
以
上
の
就
業
の
結
果
は
，

CT
 1 

SE
を
受
け
取
っ
た
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
は
，

SE
 O

nly
の
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
よ
り
も
仕

事
を
す
る
可
能
性
が
非
常
に
高
く
（
そ
れ
ぞ
れ

69
.6
対

4.8
％
），
よ
り
多
く
の
仕
事
を
し
，
よ
り
多
く
の
時
間
を
稼
ぎ
，
賃

金
を
稼
い
だ
．
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(20
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)

DS
M

-Ⅳ
に
よ
り
精
神
障
害
の
診
断
を
受
け
た
失
業

者
．
雇
用
介
入
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム

に
参
加
す
る

1,3
40
人
．

精
神
障
害
者
の
雇
用
開
発
と
雇
用
支
援
の
競
争
的
雇
用
の

獲
得
と
定
着
に
及
ぼ
す
影
響
を
調
査
．

雇
用
介
入
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

7つ
の

W
EB
サ
イ
ト
か

ら
デ
ー
タ
を
取
得
し
，
分
析
．

雇
用
開
発
は
，競
争
的
雇
用
を
得
る
可
能
性
を
高
め
た
．
他
の
要
因
の
影
響
が
抑
制
さ
れ
た
後
も
，雇
用
獲
得
へ
の
影
響
は
残
っ

た
．
ジ
ョ
ブ
サ
ポ
ー
ト
は
，
最
初
の
競
争
的
雇
用
で
よ
り
多
く
に
関
連
付
け
ら
れ
た
が
，
総
労
働
時
間
で
は
影
響
な
か
っ
た
．

就
職
支
援
だ
け
の
介
入
も
，
就
職
支
援
と
職
業
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
た
対
象
間
に
か
な
り
の
重
複
が
存
在
す
る
こ
と
に
よ

り
，
精
査
で
き
な
か
っ
た
．
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)

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
の
精
神
障
害
者

17
1名
．

職
務
遂
行
に
基
づ
く
仮
雇
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通
じ
て
職
業

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
の
精
神
障
害
者
の

仕
事
の
確
保
と
定
着
に
関
連
す
る
要
因
を
調
査
．

職
場
配
置
と
就
業
定
着
を
特
徴
付
け
る
た
め
，

2年
間
に
わ
た
っ
て
定
量
的
お

よ
び
定
性
的
な
デ
ー
タ
を
収
集
．
主
な
成
果
に
は
，就
職
，就
職
ま
で
の
時
間
，

就
業
の
定
着
が
含
ま
れ
る
．

合
計

10
8人
の
参
加
者（

63
％
）が
仕
事
の
確
保
に
成
功
し
た
．

 配
置
さ
れ
た
も
の
の
う
ち
，7

9人
（

73
％
）は
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー

シ
ョ
ン
の
終
わ
り
に
仕
事
を
確
保
し
た
．
こ
れ
ら
の
結
果
に
関
連
す
る
要
因
に
は
，
週
ご
と
に
，
対
象
者
を
支
援
す
る
た
め
に

費
や
し
た
時
間
数
，
配
置
ま
で
の
期
間
，
州
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
対
象
者
登
録
，
お
よ
び
開

発
さ
れ
た
仕
事
の
質
が
含
ま
れ
る
．

Un
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(20
04

)

う
つ
病
の
従
業
員

22
9人
．

う
つ
病
の
従
業
員
の
仕
事
の
成
果
を
包
括
的
に
評
価
．

2つ
の
比
較
グ
ル
ー
プ
か
ら
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
お
よ
び

6か
月
の
追
跡
調
査
デ
ー

タ
を
収
集
．
新
た
な
失
業
と
，
雇
用
さ
れ
た
サ
ブ
グ
ル
ー
プ
内
で
の
就
労
定

着
（
転
職
と
比
較
），
プ
レ
ゼ
ン
テ
ィ
ズ
ム
（
職
務
遂
行
能
力
と
生
産
性
低
下
），

お
よ
び
欠
勤
．

6か
月
の
追
跡
調
査
で
，
う
つ
病
の
人
の
新
た
な
失
業
が
増
え
た
．
気
分
変
調
症
グ
ル
ー
プ
は

14
％
，
大
う
つ
病
グ
ル
ー
プ
は

12
％
，
気
分
変
調
症
と
大
う
つ
病
の
両
方
の
グ
ル
ー
プ
は

15
％
．
対
照
群
で
は

2％
，
関
節
リ
ウ
マ
チ
群
で
は

3％
．
ま
だ
雇

用
さ
れ
て
い
る
参
加
者
の
中
で
，
う
つ
病
者
は
，
離
職
，
プ
レ
ゼ
ン
テ
ィ
ズ
ム
，
お
よ
び
欠
勤
が
有
意
に
多
か
っ
た
．

統
合
失
調
症
患
者
の
就
労
継
続
能
力

に
関
す
る
研
究

(20
04

)
「
援
助
つ
き
雇
用
」
に
参
加
す
る

13
5名
の
統
合
失
調

症
患
者
．

重
度
精
神
障
害
者
の
就
労
継
続
能
力
を
検
討
．

調
査
項
目
と
し
て

6項
目
（
基
本
項
目
，
疾
病
関
連
，
リ
ハ
ビ
リ
関
連
，
雇
用

歴
関
連
，
障
害
関
連
，「
援
助
付
き
雇
用
」
関
連
を
選
定
．
個
人
記
録
や
外
来

カ
ル
テ
な
ど
の
記
載
に
基
づ
き
調
査
票
に
記
入
．

Ka
pla

n M
eie

r法
に
よ
る「
援
助
付
き
雇
用
」継
続
率
は
，就
労
開
始
後

1年
で

7割
，2
年
で

6割
，3
年
で

5割
，4
年
で

4割
，

5年
で

3割
，

10
年
で

2割
で
あ
っ
た
．
継
続
期
間
に
よ
っ
て
，
そ
の
離
職
理
由
に
有
意
さ
が
認
め
ら
れ
た
．
週

15
時
間
未

満
の
労
働
時
間
を
選
択
し
た
「
短
時
間
労
働
者
」
群
は
，
週

15
時
間
以
上
群
と
比
較
し
て
，
就
労
開
始
後

3年
間
の
継
続
は

良
好
だ
が
，
そ
の
後
急
速
に
継
続
率
が
減
少
す
る
特
徴
的
傾
向
を
示
し
た
．

福
祉
的
就
労
障
害
者
に
お
け
る
雇
用

へ
の
移
行
と
自
立
生
活
に
向
け
た
意

識
(20

04
)

身
体
障
害
，
知
的
障
害
，
精
神
障
害
の
各
社
会
就
労
セ

ン
タ
ー
利
用
者
と
家
族
，
施
設
長
．
身
体
障
害
と
知

的
障
害
は
そ
れ
ぞ
れ

5％
に
あ
た
る
施
設
数
を
抽
出
，

精
神
障
害
は
通
所
施
設
で
抽
出

50
％
，
入
所
施
設
で

10
0％
．
依
頼
施
設
数

12
4か
所
．

地
域
で
自
立
生
活
を
送
る
た
め
の
諸
条
件
を
検
討
す
る
上

で
の
基
礎
的
な
デ
ー
タ
と
す
る
．

調
査
票
は
，
利
用
者
本
人
用
，
家
族
用
，
施
設
長
用
，
障
害
種
な
ど
に
分
け
て

合
計

9種
類
．
質
問
項
目
は

11
項
目
．
郵
送
に
よ
る
調
査
．

返
送
施
設

97
か
所
，
回
答
率

78
.2％
．「
働
き
た
い
」
が

44
.4％
，「
働
き
た
い
と
は
思
わ
な
い
」

55
.6％
．「
働
き
た
い
」
に

対
し
て
そ
の
理
由
を
問
う
と
，「
普
通
の
と
こ
ろ
で
働
き
た
い
」

25
.0％
，「
高
い
給
料
が
欲
し
い
」

19
.3％
，「
生
活
を
豊
か
に

し
た
い
」

11
.4％
と
つ
づ
い
た
．「
働
き
た
い
と
は
思
わ
な
い
」
の
理
由
は
，「
今
の
生
活
で
満
足
し
て
い
る
」

33
.4％
，「
無
理

を
し
た
く
な
い
」

18
.3％
，「
能
力
に
自
信
が
な
い
」

16
.5％
と
つ
づ
い
た
．
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)

失
業
者
で
あ
り
，
臨
床
的
に
安
定
し
た
統
合
失
調
症
お

よ
び
統
合
失
調
感
情
障
害

54
人
．

統
合
失
調
症
の
神
経
認
知
機
能
障
害
，
こ
れ
ら
の
機
能
障

害
を
補
う
こ
と
が
で
き
る
効
果
的
な
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
介
入
を
開
発
す
る
こ
と
が
重
要
．
エ
ラ
ー
の
な
い
学
習

に
基
づ
く
手
順
は
，
仕
事
や
そ
の
他
の
ス
キ
ル
の
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
を
効
果
的
に
自
動
化
す
る
た
め
，
職
業
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
，
統
合
失
調
症
患
者
の
認
知
的
負

担
を
軽
減
．

2つ
の
エ
ン
ト
リ
ー
レ
ベ
ル
の
業
務
（
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
カ
ー
ド
の
フ
ァ
イ
リ
ン

グ
と
ト
イ
レ
タ
ン
ク
ア
セ
ン
ブ
リ
）
を
教
え
る
際
の
神
経
認
知
障
害
を
補
償
す

る
エ
ラ
ー
レ
ス
学
習
に
基
づ
く
外
来
で
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
方
法
の
効
果
を
調

査
．
エ
ラ
ー
の
な
い
学
習
と
従
来
の
試
行
錯
誤
型
の
指
導
の

2つ
の
ト
レ
ー
ニ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
い
ず
れ
か
に
ラ
ン
ダ
ム
に
割
り
当
て
ら
れ
た
．
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
直
後
の
精
度
ス
コ
ア
に
よ
っ
て
評
価
．

神
経
認
知
機
能
と
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
条
件
の

6つ
の
相
互
関
係
の
う
ち

3つ
に
つ
い
て
は
，
パ
タ
ー
ン
は
同
じ
だ
っ
た
．
エ
ラ
ー

の
な
い
学
習
グ
ル
ー
プ
は
，
神
経
認
知
障
害
に
関
係
な
く
仕
事
課
題
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
で
高
い
ス
コ
ア
を
獲
得
し
た
．

 神
経
認
知
障
害
の
程
度
が
影
響
し
て
い
る
．
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)

慢
性
精
神
病
の
外
来
患
者

21
9人
の
う
ち
，
都
心
地
域

の
重
度
精
神
病
者

75
人
．

失
業
は
統
合
失
調
症
お
よ
び
そ
の
他
の
重
度
の
精
神
疾
患

に
影
響
が
あ
る
．
こ
れ
ら
の
障
害
を
持
つ
都
心
部
の
患
者

の
雇
用
を
改
善
す
る
た
め
，
通
常
の
心
理
社
会
的
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
と
比
較
し
た
支
持
的
雇
用
の
個

別
援
助
付
き
モ
デ
ル
の
有
効
性
を
評
価
．

個
別
援
助
付
き
プ
ロ
グ
ラ
ム
ま
た
は
心
理
社
会
的
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
い
ず
れ
か
に
ラ
ン
ダ
ム
に
割
り
当
て
た
．
参
加
者
は
，
研
究
登
録
時

と
2年
間

6か
月
ご
と
に
評
価
を
受
け
た
．各
ジ
ョ
ブ
の
詳
細
を
含
む
雇
用
デ
ー

タ
が
毎
週
収
集
さ
れ
た
．

個
別
サ
ポ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
参
加
者
は
，
比
較
群
の
患
者
よ
り
も
就
業
す
る
可
能
性
が
高
く
，
競
争
的
雇
用
へ
の
実
現
す
る

可
能
性
が
あ
っ
た
．
雇
用
効
果
は
，
累
積
労
働
時
間
と
賃
金
の
有
意
差
に
関
連
し
て
い
た
．
し
か
し
，
雇
用
を
達
成
し
た
人
々

の
間
で
は
，
就
職
ま
で
の
期
間
や
，
定
着
し
た
仕
事
の
数
や
期
間
に
グ
ル
ー
プ
差
は
な
か
っ
た
．
ま
た
両
方
の
グ
ル
ー
プ
が
仕

事
の
定
着
に
困
難
を
感
じ
た
．

精
神
分
裂
病
患
者
の
離
職

(19
92

)
東
大
病
院
精
神
神
経
科
デ
イ
ホ
ス
ピ
タ
ル
を
終
了
後
に

い
っ
た
ん
就
労
し
，
離
職
経
験
の
あ
る

41
名
の
精
神

分
裂
病
者
．

離
職
の
予
測
因
子
を
み
つ
け
る
と
と
も
に
，
分
裂
病
患
者

に
特
徴
的
な
離
職
の
パ
タ
ー
ン
を
把
握
し
，
今
後
の
離
職

の
危
機
介
入
の
際
の
一
助
と
す
る
．

診
断
，生
活
上
の
出
来
事
，職
場
適
応
，就
労
状
況
な
ど
，約

40
項
目
に
つ
い
て
，

主
治
医
ま
た
は
担
当
看
護
婦
が
カ
ル
テ
，
看
護
記
録
を
参
照
し
て
調
査
．

精
神
障
害
に
基
づ
く
離
職
に
は
，
①
対
人
過
緊
張
か
ら
同
僚
に
対
し
て
被
害
的
と
な
り
疲
れ
果
て
て
し
ま
う
，
②
職
業
能
力
，

意
欲
が
低
く
，
職
業
遂
行
不
能
と
な
る
，
③
精
神
症
状
の
増
悪
か
ら
，
妄
想
的
，
空
想
的
と
な
る
，
の

3つ
の
パ
タ
ー
ン
．
増

悪
ま
た
は
対
人
過
緊
張
が
み
ら
れ
る
時
は
高
率
に
離
職
す
る
．
離
職
後
に
精
神
症
状
が
悪
化
す
る
こ
と
は
少
な
く
，
医
師
患
者

関
係
も
変
わ
ら
ず
，
就
労
意
欲
も
保
た
れ
る
場
合
が
多
い
．
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1)

慢
性
精
神
病
，
脳
性
麻
痺
，
外
傷
性
脳
損
傷
お
よ
び
慢

性
精
神
病
と
精
神
遅
滞
の
診
断
が
つ
く
重
度
障
害
者

27
8名
．

地
域
密
着
型
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
通

じ
て
援
助
付
き
雇
用
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
て
い
る

4グ
ル
ー

プ
の
個
人
の
職
業
的
成
果
を
調
査
．
伝
統
的
な
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
手
法
で
は
雇
用
を
獲
得
お
よ
び
定
着
す
る
こ

と
が
で
き
な
か
っ
た
慢
性
的
失
業
者
の
た
め
に
，
支
援
さ

れ
た
雇
用
が
雇
用
結
果
を
ど
の
程
度
向
上
さ
せ
た
か
調
査
．

管
理
情
報
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
情
報
収
集
．
デ
ー
タ
の
正
確
さ
と
信
頼
性
を
保
証

す
る
た
め
に
，
運
用
マ
ニ
ュ
ア
ル
，
担
当
者
の
研
修
受
講
，
複
数
の
エ
ラ
ー

チ
ェ
ッ
ク
手
順
を
含
む
デ
ー
タ
入
力
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
が
導
入
さ
れ
て
い
る
．

援
助
付
き
雇
用
は
，
失
業
者
が
就
職
し
て
継
続
す
る
こ
と
へ
の
支
援
に
効
果
的
な
手
段
で
あ
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
．
障
害
者
間

で
の
グ
ル
ー
プ
の
違
い
は
，
時
給
，
雇
用
種
類
，
専
門
家
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
，
就
労
定
着
な
ど
の
領
域
で
見
ら
れ
た
．

精
神
障
害
者
の
職
場
復
帰
な
ら
び
に

離
職
に
関
連
す
る
諸
要
因
に
つ
い
て

(19
71

)

全
国
の
国
家
公
務
員
の
所
属
す
る

41
官
公
署
の
う
ち

29
官
公
署
か
ら
報
告
さ
れ
た
精
神
障
害
に
よ
る
休
職

者
，

33
6名
．

精
神
障
害
者
の
職
場
受
け
入
れ
と
排
除
に
関
連
す
る
諸
要

因
の
分
析
を
実
施
．

復
職
，
離
職
の
状
況
を
書
面
調
査
に
よ
り
実
施
．
対
象
に
よ
っ
て
は
，
直
接
職

場
に
精
神
科
医
が
赴
き
精
密
調
査
を
実
施
．

復
職
者

11
5名
（

34
.2%
），
離
職
者
は

18
0名
（

53
.6%
）．

1年
3か
月
時
点
の
調
査
に
比
べ
，
今
回
の

3年
後
調
査
で
は
，

復
職
者
は
僅
か
に
増
え
て
い
る
が
離
職
者
は
倍
増
．
休
職
者
は

41
名
（

12
.2％
）
と
著
し
く
減
少
．
休
職
者
の
性
差
は
，
全

公
務
員
に
対
す
る
比
率
を
見
る
と
，
男
性

0.0
7%
，
女
性

0.1
%
と
女
性
が
高
い
．
年
齢
別
人
口
比
は
，
大
差
な
し
．
復
職
者

と
離
職
者
で
は
，
男
女
比
に
置
き
換
え
る
と
，
復
職
者
は
男
性

95
名
（

82
.6%
），
女
性

19
名
（

17
.4%
），
離
職
者
は
男
性

12
8名
（

62
.2%
），
女
性

50
名
（

27
.8%
）
と
，
女
性
の
離
職
が
多
い
．
年
齢
別
で
は

20
代
及
び

30
代
で
は
大
差
な
く
，

40
代
で
は
復
職
者
が
多
く
，

50
代
及
び

60
代
で
は
離
職
者
が
多
い
．
精
神
分
裂
病
に
離
職
が
多
い
．
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響があり，職務が管理された職業では障害年金受給者

の雇用率が低く，未婚者では抑うつ症状の持続と関連

していた 17）．障害の非開示者は，一日の就業時間が

長く，就業継続期間が短いといった課題があり，また

職場就業環境や仕事にやりがいを感じていないこ

と 18）が示された．

　就職件数や対前年度増加数など，年度ごとの就職件

数により分析された離職率では，身体障害者，知的障

害者との比較から精神障害者の離職率が有意に高い結

果となった．その一方で，入職率でも精神障害者が最

も高い結果となった 19）．

3．精神障害者の就労定着に関する要因

　就労定着に関しては，離職・退職と相反するもので

あるため，離職・退職要因が解消できる状況であれば

就労定着が可能であるということも考えられるが，こ

こでは就労定着に焦点化した論文の結果を示す．

　精神障害者が就労の条件や就労から得られることな

ど，就労に関連した求めることとして，「普通のとこ

ろで働きたい」「高い給料が欲しい」「生活を豊かにし

たい」があった 20）．重度精神障害者では，週 15時間

未満の「短時間労働者」群は，週 15時間以上群と比

較して，就労後 3年間は良好だが，その後急速に定着

率が減少する特徴があった 21）．

　企業側が精神障害者の就労定着に必要なこととして

述べたことは，①企業内支援者と障害者の信頼関係の

構築が成されている，②障害者のストレングスを強化

している，③上司や同僚などの従業員による支援や障

害理解の啓発など企業内環境の調整をしている，④社

会情勢と企業経営状況により受け入れ態勢が変化し、

その状況ごとの企業ニーズとのマッチング，⑤外部就

労支援者が交代した場合は，交代した外部就労支援者

と企業内支援者が早期に信頼関係を構築することが就

労中断を防ぐ，⑥企業内支援者の迷いや働く精神障害

者の家族との連携には外部就労支援者の活用が有効で

ある，⑦ SOSの発信方法やビジネスマナー等，精神

障害者自身が社会経験を獲得することがあった 22）．

また支援者が精神障害者の雇用を開発する支援を実施

した場合には，競争的雇用を得る可能性が高かっ

た 23）．

4．精神障害者の就労定着に向けた介入方法

　個別援助つき雇用（IPS）に関係する論文が複数あっ

た．地域密着型リハビリテーションプログラムを通し

て個別援助つき雇用を導入することは，精神障害を持

つ失業者が就職および就労定着することに，効果的な

手段であることが示された 24）．重度精神障害者へ個

別援助付き雇用を導入することで，他の心理社会的リ

ハビリテーションよりも就職に至る可能性が高く，競

争的雇用の実現可能性が高まった．しかし，サービス

導入から就職するまでの期間や，就いた職務内容には

差がなかった．またどちらのサービスも安定した就労

定着には至らなかった 25）．統合失調症患者への神経

認知障害に対するエラーレス学習を，外来での訓練方

法において導入した結果，神経認知障害の度合いに関

係なく職務遂行を高める効果が示された 26）．遂行能

力に基づく雇用契約プログラムという職業リハビリ

テーションを受けた精神障害者は，63％が就職するに

至り，定着にも効果を示した 27）．失業歴のある重度

精神障害者の競争的雇用を獲得するため，認知訓練と

個別援助付き雇用を組み合わせた結果，就労定着率が

高まった 28）．うつ病就業者に対してアウトリーチ治

療を実施したところ，雇用定着率が有意に高く，労働

時間が大幅に長くなった 29）．プログラム評価理論と

優良（Good Practice）事例の質的検討に基づき構築し

た「効果モデル」や具体的な取り組みを規定した「効

果的援助要素」に準拠した試行的介入では，就労移行

者数，就労定着率の平均が，「効果モデル」のフィデ

リティ尺度において上昇する傾向となった．就労定着

に関する内容としては，就労移行後の定着・継続支援

を行う，企業への継続支援，包括的な就労および生活

支援のためのチームアプローチなどが有効であると示

された 30）．若年成人で気分障害の診断を受けた者に，

個別援助つき雇用を実施した結果は，49％が 12か月

以内に無職の状態から就職および教育プログラムへ移

行した 31）．重度精神障害者へ個別援助つき雇用と認
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知訓練，職業ソーシャルスキルトレーニングを統合し

て実施した結果，高い給与を得ることとなり，雇用に

至るまでの日数が減少，症状改善，自尊心向上などに

おいて，通常の通所型訓練より優れていることが示さ

れた 32）．

Ⅳ．考察

1． 精神障害者の離職・退職や就労定着に関する国内

外の研究の動向

　精神障害者の離職・退職や就労定着支援に焦点を当

てた文献について年次推移を概観すると，ここ 20年

間において多くの研究が実施されている．日本におい

ては，精神衛生法から精神保健法、精神保健福祉法へ

と変遷し、その時代ごとの就労支援が展開されてきた．

しかしながら，支援費制度までの就労支援では，一般

就労への実績は乏しく，福祉的就労が中心であった．

2006年に障害者自立支援法が制定され，身体障害，

知的障害と合わせて精神障害も福祉サービスの共通の

対象として一元化された．この頃より，障害者自立支

援法の就労系障害福祉サービスの利用が多くなり，精

神障害者の就労支援が展開されるようになった．本調

査で選定された国内研究の掲載も障害者自立支援法制

定の前より多くなっている傾向にある．国内論文では

離職・退職や就労定着に関する要因を分析する調査研

究が，他の研究デザインなどと比べて多く，海外論文

と比べて介入研究の実施数は少ない．海外論文の介入

研究では，個別援助付き雇用に関する研究の実施が，

それ以外の介入研究に比べて多い．国内において，精

神障害者への就労支援を実施する主な事業としては，

医療では精神科作業療法や精神科デイケア，福祉では

就労移行支援事業があるが，診療報酬の体系が集団療

法であり，福祉においても集団プログラムでの実践が

多い．個別援助付き雇用のような個別支援では事業収

益を上げにくいことから実践のしにくさがある．した

がって，一般的な就労支援の場面設定では，個別援助

付き雇用の研究の実施が困難であることが考えられ

る．個別援助付き雇用は，1995年頃から 2000年頃に

至るまでにその効果検証が様々にされた．援助付き雇

用の実践について，Bondらは診断や症状等 33），Bell

らは薬物依存やアルコール依存の重症度 34），Drakeら

は過去の職業経験の豊富さ 35）といった当事者個人の

要因による影響はなく，競争的雇用を獲得することが

可能であった 36）と報告している．援助付き雇用の実

践の背景には，1960年代より包括的地域生活支援プ

ログラム（ACT）などが展開されるようになり，精神

障害者に対して地域に立脚した治療的なチームアプ

ローチが徐々に実践された．その後，就労支援に関す

る研究がより増加したものと考える．国内の退院支援

では，2003年には精神障害者退院促進支援事業，

2012年には障害者自立支援法改定により，地域移行・

地域定着支援が制度化された．地域生活支援の重要性

が高まりつつあるここ 10年間において，一般就労に

関する研究が増加している背景だと考える．

2．精神障害に対する就労定着支援への示唆

　精神障害者への就労定着支援については，論文の多

くが示しているように，個別援助付き雇用に代表され

る個別支援は有効な方法である．集団による当事者交

流やグループワークなどについても自己有能感を感じ

ることや，就労課題を解決する方法を獲得するなど効

果はある．しかしながら，個別の就労状況や障害像，

職場で起こりうる困難な事態に対して，機微に対応す

ることが，離職・退職を防ぎ，就労定着を実現するこ

とができるものと考える．

　個別援助付き支援に加えて，認知機能へのアプロー

チも効果を示している 26, 28）．我が国における 2017年

現在の精神疾患患者数は，約 419.3万人であり，その

うち最も割合の多い診断は気分障害 127.6万人．次に

割合の多い診断として，統合失調症，統合失調症型障

害を含む妄想性障害 79.2万人である 37）．精神障害者

の診断別による就業状況について公表されたものはな

いが，これらの診断を受けた者の一般就労は他の疾患

患者と比較して少なくないことは容易に予想される．

精神科リハビリテーションにおいて認知機能訓練や認

知行動療法など，認知機能へアプローチすることは一

般的である 38）．個別によって症状の重症度，また生
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活へ与える影響の違いはあるが，認知機能に対してア

プローチすることは就労定着においても効果的である

ことが考えられる．

　現在，内閣府により「働き方改革」が提唱されてい

るが，内容は「働く方々がそれぞれの事情に応じた多

様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を

総合的に推進するため，長時間労働の是正，多様で柔

軟な働き方の実現，雇用形態にかかわらない公正な待

遇の確保等のため措置を講じる」39）としている．そ

の対象には精神障害者も含まれており，就労を通じた

さらなる社会参加が求められている．精神障害者の就

労定着に関する研究が，今後，進められることで，よ

り充実した支援体制の構築に活かされることが望まれ

る．

　本論文発表内容に関連して報告すべき利益相反は

ない．
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Trends in research studies on job retention and job separation in people with 
mental disorders

Tomohito NOZAKI and Takamichi TANIGUCHI

　Abstract

　Various studies have been conducted to investigate the actual conditions and to verify the interventions that have been 
made to support the employment of individuals with mental disorders since their job retention and job separation appeared to 
be problematic. With the aim of finding ways to support people with mental disorders in retaining employment, a literature 
search including both Japanese and foreign language journals was performed in the Ichushi, CiNii and PubMed databases. 
The keywords used in the search were mental disorder, schizophrenia, depression, manic-depressive illness, job retention, 
job separation and retirement. The literature search resulted in 25 articles. Our analysis indicated that schizophrenia, 
depression, sleep disorders, duration of the disease (long-term), age (young generation), attention disorders, social cognitive 
impairment, full-time employment, absence of a person that they can consult with at work, etc., may increase the risk of job 
separation.  Employees with a mental disorder who have not disclosed their disability to their employer are likely to have 
long working hours per day and retain their employment only for a short period of time; they are not receiving training and 
support before and after starting employment; and they do not feel rewarded at work. It was revealed that Individual 
Placement and Support (IPS) was effective for job retention and for improving their cognitive function. As a trend of studies 
in Japan, there have been many investigative research studies on individuals with mental disorders in the workforce, whereas 
few intervention studies have been conducted.

Keywords：mental disorders, job support, job retention, job separation, retirement
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